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グローリー株式会社の営業店機器管理システム「Branch—Link」 
 

 

➢ グローリー株式会社は、営業店の各種機器と本部管理部門とを人事データで紐付けて

ネットワーク化する営業店機器管理システム「Branch—Link」を提供している。 

➢ ネットワーク化することで、営業店業務の効率化やＢＣＰ対策、セキュリティ強化が期

待されるうえ、営業店の適正人員や必要な機器台数の算出時にも活用可能である。 

➢ コロナ禍を後押しに地方銀行などでは同システムの導入が進んだ一方で、信用金庫に

おける同システムの全店展開は 10金庫程度の模様である。 

➢ 店舗の少人数化に伴うセキュリティ強化や柔軟な応援体制の実現を勘案すると、ネッ

トワーク化の検討余地は大きいと考えられる。 

 

１．Branch-Link の提供 

 貨幣処理機メーカーのグローリー株式会社

（図表１）は、営業店の各種機器と本部管理部

門とを人事データで紐付けネットワーク化す

る営業店機器管理システム「Branch—Link（通

称、B-Link）」を提供している。 

 多くの信用金庫において、営業店に設置す

る鍵管理機や重要物管理機、オープン出納機、

といった各種機器の利用権限の設定などは営

業店単位で行われ、また紙ベースで管理され

ていると想像される。 

 そのため、営業店職員の急な休暇取得などで僚店応援が生じた際、応援に入った職員が

当該営業店の機器を利用できない（利用開始に時間がかかる）といった事象が発生するケ

ースもみられる。また営業店単位による各種機器の管理の結果、権限の設定・解除ミスや

管理簿の紛失リスクなどがあった。 

 

２．仕組み 

（１）狙い 

 同社は金融機関の抱える上記のような課題を解決するべく、同システムの提供を開始し

た（図表２）。 

 人事データに基づく利用権限の設定・解除などを本部管理部門が一括（または自動）で

行え、営業店業務の効率化や事務ミスの防止などに貢献する狙いがある。サーバー上で情

報を管理するため、紙ベースによる台帳や利用履歴ジャーナルの保管なども不要となる。 
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  （図表１）グローリー㈱の概要（24 年 5 月） 

商 号 グローリー株式会社 

本 社 兵庫県姫路市 

創 業 1918 年（大正 7 年）3 月 

 

事業内容 

通貨処理機・セルフサービス機器

の開発・製造・販売・保守、電子決

済サービス、生体認証ソリューシ

ョン、ロボット SI 等の提供 

  （備考）図表１・２ともに信金中央金庫 地域・ 

      中小企業研究所作成 
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信金中央金庫 地域・中小企業研究所 
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（図表２）ネットワーク化の狙い 

人事データ連携による業務削減 
人事異動発生時における各店舗の管理業務を削減する。 

（人事データから自動更新が可能） 

ペーパーレスの実現 
利用履歴や台帳、管理簿の作成・保管が不要となる。 

（サーバー上で管理し、必要に応じて印刷） 

ＢＣＰ対策の強化 
急な僚店応援時の際、職員の権限設定などを本部で一括対応

できる。（時間短縮とリスク低減） 

セキュリティレベルの向上 
権限の設定ミスや帳簿の紛失リスクなどを低減できる。 

（牽制効果にも繋がる） 

 

（２）蓄積情報の活用 

 加えて、営業店単位によるローカルな情報の蓄積では難しかった全店ベースの各種機器

の利用データなどを蓄積・分析することが可能となる。 

 例えば営業店機器の利用状況や内容を分析することで、営業店における各種機器の適正

台数を算出できるようになる。また発券機をネットワーク化し連携させることで、より正

確な営業店適正人員の算出データにもなり得るだろう。 

 

３．普及を妨げる要因 

 同システムの普及を妨げる要因は、第１に投資コストとなる。全店をネットワーク化し

更に人事データと紐付けるには相応のコストを要する。 

 第２に複数の機器メーカーを採用するマルチベンダー方式の金融機関の場合、営業店ご

とに設置する機器が異なるため、ネットワーク化による一元管理は難しい1。 

 

４．導入状況 

（１）地方銀行など 

 営業店の業務効率化・少人数運営に加え、直近のコロナ禍を後押しに、地方銀行などで

は同システムの導入が進んでいる。同社へのヒアリングによると、地方銀行などは営業店

機器のシングルベンダー化を進めており、システム導入の決定も容易だったようである。 

 

（２）信用金庫 

 2025 年２月現在、信用金庫における同システムの全店展開は 10 金庫程度に留まる模様

である。投資コストとの見合いになろうが、営業店の少人数運営に向けた業務効率化の徹

底や柔軟な応援体制の実現を勘案すると、同システムに代表されるネットワーク化の検討

余地は大きいと考えられる。 

 

 
1 一般に信用金庫はマルチベンダー方式が多いと言われる。 

本レポートは発表時点における情報提供を目的としており、文章中の意見に関する部分は執筆者個人の見解となり

ます。したがいまして、投資・施策実施等についてはご自身の判断でお願いします。また、レポート掲載資料は信

頼できると考える各種データに基づき作成していますが、当研究所が正確性および完全性を保証するものではあり

ません。なお、記述されている予測または執筆者の見解は予告なしに変更することがありますのでご注意ください。 


